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１．コスト情報の活用に向けた小グループについて
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Ⅰ．コスト情報の活用に向けた小グループの目的

コスト情報の活用に向けた小グループ

○ 令和２年６月開催の「財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会（以下「法制・

公計部会」と略称）」において、法制・公会計部会の下に当該部会に属する委員で構成される

小グループを設置し、コスト情報が活用されるための仕組化についての検討を行うこととされた。

○ 「コスト情報の活用に向けた小グループ（以下「小グループ」と略称）」は、上記の検討を行う

際の具体的な事項として法制・公会計部会からの付託を受けた、次の事項を検討する。

・ コスト情報が活用されるための課題の整理

・ 事業別フルコスト情報（仮称）の「基本的考え方（作成基準）」の草案

３

Ⅱ．小グループの議事進行スケジュール（案）

令和２年９月
第１回小グループ

１．コスト情報の在り方に係る論点整理

２．コスト情報が活用されるための仕組化に係る論点整理

第２回小グループ ２．コスト情報が活用されるための仕組化に係る論点整理（続き）

第３回小グループ ３．事業別フルコスト情報の「基本的考え方（作成基準）」の草案の検討

令和３年
法制・公会計部会

事業別フルコスト情報の基本的考え方（作成基準）の報告



２．コスト情報の在り方に係る論点整理

４



財務書類の構成とその活用について

○「国民に対するわかりやすい説明」、「財政活動の効率化・適正化」を念頭に財務書類の一層の活用
を果たすことが重要であるとされた。

○ マクロ面においては、国の行政や財務の透明性の向上を目的に国の財務書類及び省庁別財務書
類を作成。

○ ミクロ面においては、財政活動の効率化・適正化及び透明性の向上を図るために省庁別財務書類
及び政策別コスト情報を作成。
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国の財務書類は、国の行政や財務の透明性

を高めることを目的に作成されており、特別

会計・政府関係機関を含めた全体像が把握

できるほか、資産・負債差額の経年分析や

資産と負債の対応関係が明示されたなど、

情報開示において一定の成果が見られた。

財政活動の効率化・適正化及び透明性の向

上を目的として省庁別財務書類、政策別コ

スト情報の作成が始まり、政策評価や予算

内容の効率化を図るための検討等に活用さ

れることが期待された。
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行政活動の費用の全体像を表すことができ

るといった利点があるものの、期待された予

算のPDCAサイクルに活用されていない。
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コスト情報の作成経緯

○ コスト情報については、平成19年度に「新たなコスト情報の開示の在り方について」の検討がなさ

れた結果、行政活動の効率化・適正化や予算のＰＤＣＡサイクルに活用することを目的として開示す
べきという提言がなされ、平成21年度決算分から『政策別コスト情報』を作成・公表している。

○ しかし、政策別コスト情報が活用されていないことから、平成27年度にコスト情報の活用方法（政

策別コスト情報の改善）に関する提言がなされ、平成26年度決算分から『個別事業のフルコスト情
報』を試行的に作成・公表しており、現状は２つのコスト情報が併存している。
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個別事業の
フルコスト情報の開示

・開示すべ
き情報等に
関する総合
的な検討

・事業別の
コストを把
握できない
ことが課題
であるが、
それには
限界がある

・活用に向
けた方策
等の中間と
りまとめ

・省庁別財
務書類の
活用が適
切だが、活
用には限
界がある

・新たなコ
スト情報の
開示の検
討

・政策評価
等において
有効な活
用が考えら
れる情報を
新たに開
示する

・開示の在
り方の具体
的な検討

・政策別コ
スト情報の
作成目的・
作成方法
等を取りま
とめ

政策別コスト情
報の改善が提
言される

【主な提言内容】

・ 現状において、「政策別コスト情報」は予算のＰＤＣＡサイクルに
活用されていない。

・ フルコスト情報の把握・活用により、行政活動の効率化・適正化
が可能となるのではないか。

政策別コスト情報と並行して、
フルコスト情報を作成・公表

政策別コスト情報の開示

６

①

②
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７

「コスト情報」に関する報告書の基本的な考え方

○ 公会計の担うべき意義・目的や公会計として開示すべき情報等に関して総合的な検討を行うこと
を目的として、平成15年度に「公会計に関する基本的考え方」の報告書が作成された。

○ 上記報告書をもとに、具体的な検討が行われ、平成19年度に「政策別コスト情報」の基本的な考え
方を整理した「一層の活用に向けたコスト情報の開示の在り方について」の報告書が作成された。

「公会計に関する基本的考え方」（平成15年6月30日）

・ 財政の効率化・適正化を進める観点からは、国の行う施策を個別の事業単位で捉え、説明責任を負わせるとともに、評価の対象とす
ることが考えられる。
・ 一方、事業毎のコストの把握には、以下の課題がある。

① 全ての事業の財務分析を行うことは過大な負担を課す
② 効果的な事業評価手法の確立が必要
③ 分析対象としての必要性の点で疑わしい事業もある

・ このため、対象となる事業及び開示すべき内容と手法等について更に十分な検討が必要とされた。

「公会計整備の一層の推進に向けて～中間とりまとめ～」（平成18年6月14日）

・ 財政活動の効率化・適正化を図るうえでは、ミクロ面からの活用が必要であり、「国の財務書類」よりも「省庁別財務書類」の情報を活
用していくことが適切。
・ 但し、現状の省庁別財務書類では政策単位での開示とはなっていないため、その活用には限界がある。
・ そこで、現在検討が行われている予算書・決算書と政策評価との連携を強化する作業の成果を踏まえ、その一層の活用を図っていく
べき。

一層の活用に向けたコスト情報の開示の在り方について」（平成19年6月26日）

・ 各省庁が自らの政策評価や予算内容の効率化を図るための検討等に際し活用するという観点に軸足を置くべき。
・ 新たなコスト情報の開示については、情報の集計・開示に係る作業コストと活用のメリットとの関係を考慮する必要がある。
・ 予算内容の効率化を図るための検討等において有効な活用が考えられる情報を新たに開示するという考え方を基本とすることが適

当。
・ 「政策（狭義）」、「施策」、「事務事業」のそれぞれの区分ごとに、発生主義ベースでの情報開示が有用となるかどうかについて検討す
べき。



○ 政策別コスト情報とは、より一層の財務情報の充実を図るため、省庁別財務書類の業務費用

計算書において形態別に表示されている費用を、各省庁の政策評価項目毎に表示したものである。

○ 予算書・決算書においては、個々の政策に配分されない人件費等の共通的な経費を個別の政

策ごとに一定の基準で配分等することにより、行政分野の費用の全体像が把握できる。

○ これによりコスト意識の醸成や事業の効率化への取組みを促すとともに、行政活動に関する情

報開示の促進が期待された。

「政策別コスト情報」の概要

８



「政策別コスト情報」の経緯と現状

○ 平成19年度の「一層の活用に向けたコスト情報の開示の在り方について」の基本的な整理をもと
にその後、各省庁において、「新たなコスト情報」の開示の在り方が検討された。

○ 上記報告書においては、コスト情報の作成単位として予算の表示科目である「事項」が考えられた
が、政策別コスト情報は、作業コストも踏まえた観点から、政策評価体系における「中程度の政策目
標」が作成単位として選択された。

○ その結果、コストの集計単位が大きくなり、コストと定量化されたアウトプット・アウトカムの比較が
困難となった。

・ 各省庁が自らの政策評価や予算内容の効率化を図るための検討等に際し活用するという観点に軸足を置くべ
き。

・ 新たなコスト情報の開示については、情報の集計・開示に係る作業コストと活用のメリットとの関係を考慮する必
要がある。

・ 予算内容の効率化を図るための検討等において有効な活用が考えられる情報を新たに開示するという考え方
を基本とすることが適当。

・ 「政策（狭義）」、「施策」、「事務事業」のそれぞれの区分ごとに、発生主義ベースでの情報開示が有用となるか
どうかについて検討すべき。

【一層の活用に向けたコスト情報の在り方について（報告書）】

・ セグメントの単位やコスト情報の作成手法の検討に重点を置き、その具体的な活用方法について十分に検討がな
されなかった。

・ 「事項別」のコスト情報について検討の結果、当時約1600の事項数があり、作業コストも踏まえた観点から、「事
項」単位ではなく『中程度の政策目標単位』が選択された。

・ コストの集計単位が大きすぎるため、コストと定量化されたアウトプット・アウトカムとの比較分析が困難。

【成果物（政策別コスト情報）】

「在り方（報告書）」と「成果物（政策別コスト

情報）」に乖離あり

９



「政策別コスト情報」の課題①

○ 政策別コスト情報は、全省庁の全政策についてのコストの状況を網羅的にみることができるという

利点があり、各政策の金額を大きい順に並べてみることで、どの政策にどの程度コストが発生してい
るかを把握できる。

○ しかしながら、コストの集計単位が大きすぎるため、定量化されたアウトプット・アウトカムを設定す

ることが困難であり、各政策単位を個別に分析しようとした場合に、コストとの比較等ができず行政
活動の効率化・適正化の検討などに活用できない。

コストと定量化されたアウトプット・アウトカムとの比較分

析ができない。

○○政策のコスト情報

<平成30年度「国の財務書類」のポイント（抜粋）>

政策別コスト合計 ４，０００億円 ４，５００億円

（内訳）

人にかかるコスト １，０００億円 １，２００億円

物にかかるコスト １，０００億円 １，１００億円

事業コスト ２，０００億円 ２，２００億円

単位： ？ ？ ？

単位当たりコスト ― ―

設定困難

×１年度 ×２年度

<政策別コスト情報の課題>

算定困難

28.2 28.0

2.1 2.1
2.5 2.4
2.4 2.5
2.9 2.9
2.9 2.9
3.1 3.0

8.6 8.1

19.3 19.4

20.3 20.6

52.7 53.1

0

50

100

150

29年度 30年度

⑧子ども・子育て支援の推進（児童手当等）
（29年度2.4兆円→30年度2.5兆円） 【内閣府】

（兆円）

②安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進するこ
と（医療費等） （29年度20.3兆円→30年度20.6兆円）
【厚生労働省】

③地方行財政（地方交付税交付金、地方譲与税譲与金等）
（29年度19.3兆円→30年度19.4兆円） 【総務省】

⑩意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労
働者の職業の安定を図ること（失業等給付費等）
（29年度2.1兆円→30年度2.1兆円） 【厚生労働省】

⑨国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備
（社会資本整備総合交付金等） （29年度2.5兆円→30年度2.4兆円）
【国土交通省】

合計 145.0兆円 合計 145.1兆円

⑥高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心して
暮らせる社会づくりを推進すること（介護等）
（29年度2.9兆円→30年度2.9兆円） 【厚生労働省】

④国の資産・負債の適正な管理（29年度8.6兆円→30年度8.1兆円）
※公債の支払利息が大半 【財務省】

⑦ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを
提供するとともに、自立した生活の実現や安心の確保等を図ること
（生活保護費等）（29年度2.9兆円→30年度2.9兆円） 【厚生労働省】

⑤総合的な防衛体制を構築し、各種事態の抑止・対処のための体制を
強化（自衛官等の人件費・防衛装備品の購入費等）
（29年度3.1兆円→30年度3.0兆円） 【防衛省】

①高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組みの
整備を図ること（年金等） （29年度52.7兆円→30年度53.1兆円）
【厚生労働省】
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「政策別コスト情報」の課題②

11

（回答数16）

※令和２年６月～８月にかけて各省庁に政策別コスト情報の作成体
制について担当者数、延べ業務量の調査を行い、回答を得たもの。

各省庁における政策別コスト情報の作成に係る業務量

（注） 業務委託を行っている場合、委託先の業務量は含まない。

各省からの主な意見
・ 省庁別財務書類の作成のほか、当初及び補正予算編成

業務が政策別コスト情報の作成時期に重なっており、年間
を通じて最も多忙な時期となっている。

・経理業務を担当する者と同一の担当者であることから業
務負担が増大している。

・決算業務を統括しながら、省庁別財務書類・政策別コスト
情報・フルコスト情報の作業を行っていることもあり、どの作
業期間もギリギリの状態で行っている。

省庁
延べ業務量

（人日）
省庁

延べ業務量
（人日）

A 30 I 165
B 10 J 7
C 270 K 19
D 110 L 6
E 40 M 30
F 20 N 70
G 183 O 40
H 10 P 92

各省庁における主な作業スケジュールのイメージ

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

政策別コスト情報

特別会計財務書類

一般会計
省庁別財務書類

省庁別財務書類
（一般会計・特別会計）

省庁別連結財務書類

個別事業の
フルコスト情報

予算編成業務

各省庁における作業スケジュール主な項目
日程

１
月
中

公
表
・
国
会
へ
提
出

○ 政策別コスト情報の作成時期（11月～12月）は、省庁別財務書類、フルコスト情報の作成業務に加
え、予算編成業務に従事している担当者もおり、その結果、業務が集中することとなっている。

○ 特に近年の政策別コスト情報とフルコスト情報の作成が併存している状況について、その作業負
担の改善を求める声は多くなっている。



政策別コスト情報と主要経費について

○ 政策別コスト情報の意義・目的の１つは「行政分野の費用の全体像の把握」であるが、社会保障や公共
事業などの各施策にどの程度配分されるかを端的に示すものとして、予算・決算においては、主要経費
別分類における各主要経費が用いられている。

○ 政策別コスト情報と主要経費では、共通費に計上されている人件費や庁舎等の減価償却費が含まれ
るか否か等の違いはあるものの、国の主要施策は、給付費や補助金等の資源配分を行う事業費が大半を
占め、事務費等の割合は僅少であるため、全体像の把握という視点では大きな違いはない。
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政策別コスト上位10政策と主要経費別等純計（決算）の比較（平成30年度）

（兆円）

（※） ④「国の資産・負債の適正な管理」に対応する主要経費は国債費であるが、同主要経費は公債等の償還費が含まれているため、国債整理基金特別会計決算参照書の事項別内訳より参照。

①（政策別）【厚生労働省】高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組みの整備を図ること　　53.1兆円
   （主要経費）年金給付費　                                                                                                                　52.1兆円

②（政策別）【厚生労働省】安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること         20.6兆円
   （主要経費）医療給付費                                                                                                        21.5兆円

⑦（政策別）【厚生労働省】ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提供するとともに、自立した
生活の実現や安心の確保等を図ること（生活保護費等）  2.9兆円
　（主要経費）生活扶助等社会福祉費　　                      4.4兆円

③ （政策別）【総務省】地方行財政　                                            　 　 19.4兆円
    （主要経費）地方交付税交付金+地方特例交付金+地方譲与税譲与金 19.4兆円

④（政策別）【財務省】国の資産・負債の適正な管理          8.1兆円
　※（決算参照書） （事項）公債利子等支払に必要な経費　8.7兆円

⑩（政策別）【厚生労働省】意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働者の職業の安定を図るこ
と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.1兆円
　（主要経費）雇用労災対策費      2.6兆円

⑨（政策別）【国土交通省】国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備　　2.4兆円
   （主要経費）社会資本総合整備事業費                                                                         2.3兆円

⑧（政策別）  【内閣府】子ども・子育て支援の推進（児童手当等）　2.5兆円
   （主要経費）少子化対策費                                                   2.9兆円

⑥（政策別）【厚生労働省】高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心して暮らせる社会づくりを推進
すること　                              2.9兆円
 　（主要経費）介護給付費　     2.9兆円

⑤（政策別）【防衛省】総合的な防衛体制を構築し、各種事態の抑止・対処のための体制を強化　3.0兆円
 　（主要経費）防衛関係費　　                                                                                       　 5.5兆円
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「個別事業のフルコスト情報」の概要

○ 平成27年4月の「財務書類等の一層の活用に向けて（報告書）」において、政策別コストの作成に
おけるこれまでの取組みについて、情報開示の観点からは一定の成果が見られるものの、財政活
動の効率化・適正化（予算のＰＤＣＡサイクルの構築）のための活用は十分になされていないとの指
摘を受けた。

○ 同報告書において「政策別コスト情報の改善」に係る提言がなされ、平成26年度決算分から「政策
別コスト情報」の作成に加え、「個別事業のフルコスト情報」を試行的に作成・公表している。

フルコスト情報
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【主な提言内容】
・ 直接行政サービスを実施している代表的な事業について

は、各事業の単位当たりコスト情報を提供してはどうか。
・ 資源配分を行っている代表的な事業については、国から

交付された資金が最終的に国民に行き渡るまでの中間コ
スト（間接経費）についての情報を提供してはどうか。

・ 「個別事業のフルコスト情報」の把握、開示
・ 各事業の「単位当たりコスト情報の提供

人にかかるコスト＋物にかかるコスト＋庁舎等＋事業コスト
（人件費）＋（物件費）＋（減価償却費）＋（事業費）

提言を踏まえ、以下の取組みを試行的に実施。

「フルコスト」は、「政策別コスト情報」で区分している
以下のコストの合計。



フルコスト情報の利点と工夫の成果

○ フルコスト情報により、個別の行政サービスに使われた全てのコストの全体像が把握され、わかりやすい情報開
示が可能となる。

○ また、「過去のフルコスト情報」や「類似の行政サービスのフルコスト情報」と見比べることなどで、「成果や効果に
見合うコストなのか」といったことを考えるきっかけになる。

○ 上記の利点を生かすため、フルコスト情報では行政活動の効率化や適正化の分析に役立つ代表的な指標とし
て、以下のような指標を設定している。

指標① 単位当たりコスト 指標② 自己収入比率 指標③ 間接コスト率

単位当たりコスト＝フルコスト÷単位 自己収入比率＝自己収入÷フルコスト 間接コスト率＝フルコスト÷現金の給付額
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１年度 ２年度 ３年度

フルコストと自己収入

フルコスト 自己収入

フルコストをその行政サービスの利用者や提

供日数といった単位で除して求める指標。行

政サービスの規模感が分かりやすくなるほ

か、過去の単位当たりコストや類似の行政

サービスの単位当たりコストと見比べること

で、行政サービスが効率的・適正な水準で行

われているかを判断するきっかけになる。

フルコストに対して、その行政サービスの直

接の受益者が負担した手数料等の収入の

割合を示した指標である。下図において、フ

ルコストが年々増加傾向にあり、３年度にお

いては自己収入でコストが賄い切れていな

い。このような場合、利用料等の見直しなど

を判断するきっかけになる。

国民等への補助金や手当等といった給付金

の給付額の総額に対して、その給付のため

に要したフルコストの割合を示した指標であ

る。A事業においては、年々間接コスト率が

上昇しており、事業が効率的に行われてい

るかを考えるきっかけになる。

A事業

人にかかるコスト ３，０００万円

物にかかるコスト ２，０００万円

事業コスト ４，０００万円

合計 ９，０００万円

・単位当たりコスト

利用者当たりコスト ４，５００円

（参考）利用者 ２０，０００人

人にかかるコスト ２，０００万円

物にかかるコスト ２，０００万円

事業コスト ２，０００万円

合計 ６，０００万円

類似の行政サービスの単位当たりコスト

・単位当たりコスト

利用者当たりコスト ３，０００円

（参考）利用者 ２０，０００人

B事業

2

3

4

5

１年度 ２年度 ３年度

間接コスト率

A事業 B事業

（％）
（億円）

14
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事務局案（論点の整理）
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○ コスト情報の検討の出発点では、「個別事業単位」を検討していたものの、各省庁における作業
コスト及び政策評価と予算・決算の連携強化の背景から「政策単位」が選択され、そのコスト情報
の活用方法の検討が不十分なまま「政策別コスト情報」が作成された。

○ 政策別コスト情報は、政策に係るコストの全体像を国民に情報提供できるといった利点はある
ものの、コストの集計範囲が大きく、コストの増減要因の分析が困難なため、予算のＰＤＣＡサイク
ルに活用されていない。

○ コスト情報が活用されるための仕組化を検討するにあたっては、コスト情報の集計・開示に係る
作業コストと活用のメリットとの関係も考慮する必要があり、現状、政策別コスト情報と個別事業
のフルコスト情報が併存している状況は、各省にとって過大な負担となっている。

○ 政策別コスト情報の意義・目的の１つである「行政分野の費用の全体像の把握」 は、主要経費

を用いることで概ね代替可能である。

○ 個別事業のフルコスト情報では、単位当たりコストや間接コスト等を用いた経年比較分析や、事
業のコスト・ベネフィットの比較等が可能となり、政策別コスト情報よりも詳細な分析が可能となっ

ている。

このため、平成19年度に示された報告書により提言された「新たなコスト情報の

開示に関する基本的考え方」を踏まえ、現在、仕組化されている政策別コスト情
報を改善させ、事業別フルコスト情報（仮称）として作成・開示を行うこととしては
どうか。



３．コスト情報が活用されるための仕組化に係る論点整理
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【今回議論する論点】
個別論点①「意義・目的」

フルコスト情報にはどのような役割があり、どのように活用するか。

（以下、次回以降の論点）
個別論点②「フルコスト情報を作成する事業の性質(事業類型等)」

活用促進の観点から、どのような事業についてフルコスト情報を作成すべきか。

個別論点③「共通経費の配賦方法」（フルコストの算定方法）
フルコストをどのように算定（配付計算）するか。

個別論点④「表示・開示方法」
フルコストをどのように対外的に公表するか。

コスト情報が活用されるための個別論点について

○ 事業別フルコスト情報（仮称）の活用に向けて、各省庁から意見聴取した結果も踏まえ、
以下の個別論点について検討することとしたい。
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個別論点①コスト情報の「意義・目的」

○ フルコスト情報の意義は、各省庁等がフルコスト情報の開示を通じて、担当する事業（行政サービ
ス）に必要なコストに対する説明責任を果たすことである。

○ また、各省庁等がフルコスト情報を活用することで、自らが担当する事業（行政サービス）を効率
的かつ適正な執行につなげることを目的とする。

○ そして、効率的かつ適正に執行した結果を示したフルコスト情報をわかりやすく開示することで、
国民の行政活動への関心が高まり、更にそれが行政担当者のコスト意識を高めることにつなが
る。このサイクルを回すことにより更に効率的かつ適正な行政活動につなげていく。

① 「各省庁が自らの予算内容の効率化を図
るための検討等に際し活用するという観
点に軸足を置くべき」

② 「作業コストと活用のメリットとの関係を
考慮すること」

③ 「予算内容の効率化を図るための検討等
において有効な活用が考えられる情報を
新たに開示するという考え方を基本とす
ることが適当」

「新たなコスト情報の開示に関する基本的考
え方」

説明責任意義

目的 コスト情報の活用

効果
行政活動の

効率化・適正化

コストの全体像の
わかりやすい情報開示

コスト意識が高まる

主計局予算係
との情報共有
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事務局案（論点の整理）
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○ 事業別フルコスト情報の意義・目的として、事業毎の費用の全体像を国民に情報
提供していくことが、国民の行政活動に関する理解の促進につながるものと考えら
れる。

○ また、「在り方」報告書の基本的考え方を踏襲し、各省庁が自らの行政活動の効
率化・適正化の検討や予算のＰＤＣＡサイクルに活用することが適当である。

○ 次回以降は、 「新たなコスト情報の開示に関する基本的考え方」を踏まえ、フルコ
スト情報を作成する事業類型等を検討していくこととしたい。


